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Transformation of Regional Agriculture and the 
“Sixth Industrialization" of Agricu1ture 
(A case study of Iijima in Nagano Prefecture) 
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Abstract 
The “Sixth Industrialization of Agricu1ture" is an attempt being made by 10ca1 communities to revitalize 
regiona1 agriculture by integrating with processing and service industries. 
The town of Iijima is 10cated in a hilly， mountainous area. Having been threatened by an aging popu1ation and 
10ss of job opportunities， peop1e in Iijima have made various attempts for the “sixth industria1ization'ヘ
The attempts can be divided into four different stages. In the early 1990s， women's groups started a smal1 
food business. In the early 2000s， men joined to strengthen the women's business. As the aging of farmers has 
advanced， the amount of uncu1tivated farm 1and has expanded. The 10ca1 community invited a food company 
from a neighboring prefecture to start joint business. More recent1y an agricu1tura1 production corporation that 
has some experience in joint business has 1aunched its own independent sixth industry business. 
The case of Iijima has shown the fol1owing;宣rst，the deve10pment process of the sixth industria1ization is not 
necessarily 1inear. There may be cases where difierent groups attempt different business at each stage by 1earn-
ing 1essons from previous cases， and the sixth industria1ization advances as a who1e if broad1y viewed at the 
regiona11evel. Second， more advanced independent sixth industria1ization businesses can p1ay an important ro1e 
in the surviva1 of 1oca1 communities by creating income opportunities for aging farmers and id1e farm1and. 
Key words: Sixth industria1ization， Cooperation of sectors (agriculture， industry and commerce)， Processing 
of agricu1tua1 products， Regiona1 agriculture， Hilly mountainous area 
要約農業・農村の6次産業化は，農産物の付加価値を向上させる経済的手段にとどまらず，低迷しがち
な地域農業の解決策としての側面も有する。本研究では農産加工を中心とした6次産業化を取り上げ，地域
農業における課題と関わらせて6次産業化の事業展開を分析する。
調査地の長野県飯島町は中山間地域に位置する兼業地帯である。しかし近年は農業においては就農者の高齢
化が進み，兼業先の誘致企業は衰退傾向を見せはじめた。そのため住民は地域と農業の存続のため，多様な 6
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次産業化に取り組んできた。本論文はこのような飯島町の6次産業化の展開を4段階に分け，それを地域農
業の視点から検証した。
まず1990年代以降(段階1)，女性の地位向上とその余剰労働力の活用を目的とした特産品開発が進み，女
性の活動が盛んになった。しかし2000年代初めには(段階I)，農業所得の減少と景気の態化から，新たな特
徴が加わった。既存の女性組織を強化するために男性が参加したばかりでなく，農事組合法人が農協の加工施
設を引き継ぐ事例も現れた。町は道の駅を設置し，農産加工品の販路を確保していく。 2000年代半ばには
(段階皿)，農業者の高齢化が顕著になり，また遊休荒廃地の解消も課題となった。そこで，県外の食品製造販
売業者との農商工連携が始まる。 2010年代に入ると(段階N)，地区営農法人が農商工連携で得た技術と経験
を活かし，自ら加工事業のインテグレーターになろうとしている。各段階に発足した主体は現在も並立し事業
に取り組む。
このような飯島町における 6次産業化の展開は次のような示唆を与える。第lに6次産業化の発展プロセ
スは必ずしも単線的なものではない。地域内の他のグループの経験を活かすことで，新たなグループが次の段
階をもたらすというプロセスであった。第2により発達した組織では6次産業化によって農地を活かし，高
齢農業者に収入の機会を与え，地域農業の存続を支える役割をも担うようになった。
キーワード :6次産業化，農商工連携，農産加工，地域農業，中山間地域
l はじめに
昨今， t日:界的な経済情勢を背景に，農業の危機的状
況が言われ，その対応策として「農業・農村の6次
産業化」が，農業政策に位置づけられようになった。
2010年度に制定された16次産業創出総合対策」では，
農政において初めて「農山漁村の6次産業化」という
文面が正式に掲げられた(横平2011)。
農業の6次産業化は「農業が1次産業のみにとど
まるのではなく， 2次産業や3次産業にまで踏み込む
ことで農業に新たな価値を呼び込み，お年寄りや女性
にも新たな就業機会を自ら創り出す事業と活動」とし
て，今村奈良臣が提唱した(今村1997)。また『平成
22年度食料・農業・農村白書』では6次産業化を 11
次産業としての農林漁業と， 2次産業としての製造業，
3次産業としての小売業等の事業との総合的かっ一体
的な推進を図り，地域資源を活用した新たな付加価値
を生み出す取り組み」左している。
このような発想は広くみれば，戦前からすでに農村
における所得向上を目的として注目され，また幾度と
なく制度化されてきた。それは，昭和初期の農山漁村
経済更生運動における農家副業や1940年代後半から
50年代前半における農協を中心とした農村工業など
にみられる(佐藤2003)01980年代以降の過疎対策に
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おいても，地域産業おこしとして農産加工が多くの地
域で推進された(竹本2007)。さらに，大分県の一村
一品運動を機Iこ， 1980年以降は「農村複合化」とし
て体系づけられ(高橋1985)，特に中山間地域を中心
に農産加工が展開されてきた。
このような意味で現代の「農業・農村の 6次産業
化」は古くて新しい政策である。地域資源を活用して
付加価値を付けること， 1次産業(農林漁業)をもと
に2次産業(製造業)や 3次産業(小売業等)にま
で踏み込むこと，これらは戦前から共通する基本枠組
である。そして政策の背景むまた似ている。すなわち
農業・農村の危機である。地域資源を最大限に活用し
て追加的な所得の増加を図ることが危機に対する基本
政策となった。この限りでは農業・農村の6次産業
化は古くからの政策の延長上にあり，かつては農村複
合化とも言われた。これを広義の6次産業化としょ
フ。
さて，本論の課題は現代の農業・農村の6次産業
化の展開を，市町村・農協など農業関連機関の地域農
業振興策との関わりから解明することである。そのた
めに昨今の農業・農村の危機を明らかにし， 6次産業
化がそれにいかに対応して展開したかを示そう。 6次
産業化が進められているのは危機に悩む農業・農村で
あり，農業・農村の最も脆弱な個所においてである。
農業と 6次化
それは第 1に地域的には中山間地域に多い(注 1)。
また高度経済期に農村に進出した工場が撤退し，経済
の空洞化が進む地域においては 6次産業化を内発的
な発展の手法として選択しよう(注2)。農業専業で
十分に所得を得ることができる地域や安定兼業の地域
は追加的な所得を必要とせず，必ずしも 6次産業化
を求めない。
第2に世帯としては経済的に不安定な農家が焦点
となる。ただし， 6次産業化を農業経営の中に取り込
む必要性については農家の世帯における状況によって
異なる。
第3に個人としてみると高齢者や女性との関係が
深い。それらは1970年代から80年代における農業の
機械化によって余剰となった労働力でもあった。近年
は定年退職によって帰農した高齢者もこれに加わろ
う。農家女性は当初，経済的な自立や社会進出を目指
して積極的に起業を進めた。
第4に地域資源に注目すると特に遊休荒廃地の活
用という発想と関わる。新しい作目を導入して遊休農
地を有効利用しようという狙いも 6次産業化にはあ
る。
第Sにより広くフードシステムという枠組みから
は，川上部門に対する川下部門の優位という現状があ
る。最終消費段階の飲食費の帰属割合において，国内
生産の食用農水産物の割合は著しく低下し，第1次
産業の取り分は少なくなった。これは家計からみれば
食の外部化に他ならない。外部化された食の領域が巨
大化し，第 1次産業もそれを無視できなくなった。
これは現段階の大きな特徴といえる。
以上のように農業・農村の6次産業化は，これま
での類似の政策と共通の背景をもち，また現代の農
業・農村への具体的な対応を迫られているという切迫
した事情もある。
そして現代の農業・農村の6次産業化という政策
には次のような特徴がみられる。第 1にそれは家庭
から外部化された食の領域への第 1次産業からの展
開である。 6次産業化という言葉には川上部門の川下
部門への進出というニュアンスが強い。「農商工連携」
にはそれが最も明瞭に示されている o 11次産業x2
次産業x3次産業=6次産業」という考えには，すべ
ての産業がそろうことを6次産業の要件としている。
第2に6次産業化には産業レベルでの拡大ばかり
でなく，地域レベルにおける農村の拡大，都市との交
流・連携という含意もある。地域内での6次産業化
は地域外との6次産業化と併行するのである。
第3に6次産業化は内発的発展論の一つの発展形
態とも言える。農村工業導入やリゾート開発また大規
模な公共事業など，外発的発展論による地域開発がゆ
らぎを見せた現代においては，地域内からの6次産
業化への期待は大きい。
これら3点は現代を特徴づけるもので，先述の広
義の6次産業化に対しては，狭義の6次産業化と対
比されよう。
本論文では6次産業化という言葉は狭義ではなく
広義において用いる。 6次産業化は多様な背景をもと
に多様な形態で展開しており，そのなかで現代の6
次産業化の意味も明らかになるとと考えるからである。
このような設定は本研究のテーマにも関わる。本論
は長野県飯島町という 1市町村をとりあげ，地域農
の変化と 6次産業化の展開について検証を試み
る。地域農業のどのような背景がどのような6次産
業化を促しているのか，それは町の地域農業の中でど
のように位置づけられ展開してきたのか，ごれらに注
目する。飯島町では農業を基盤に 6次産業化の多様
な展開がみられる。必ずしも r1次産業x2次産業×
3次産業=6次産業」といった狭義のものばかりでは
ない。それぞれの主体は置かれた状況に応じて農業を
基盤に 2次産業や3次産業への進出や連携を試みて
いる。さらに町内には6次産業化を望まない農業条
件の地区もある。
ここで本論に入る前に関連する研究業績をレビュー
し，本研究の意味を示しておきたい。地域農業と 6
次産業化の先行研究には大きく 3つの方向性がみら
れる。まず，第1に研究の原点としては，一村一品
運動を皮切りに80年代から盛んに行われた農村複合
化論がある。そこでは，地域活性化に主眼が置かれ，
そのひとつは農産加工を地域農業に取り込むことによ
って地域発展を達成しようとした(戎野1985)。その
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後，研究の視点は地域活性化から地域の外へと向か
う。すなわち第2の方向性として，主眼を地域農業
から食品産業構造へと移し，フードシステムの視点で
川上・ JI下の主体間関係から農産加工の課題を検証す
る研究が生まれた(鈴木1988)。その後，政策の展開
に合わせて農商工連携や産業クラスターに関する研究
が増え，研究領域は拡大していった(注3)。第3に，
先の2つの研究と並行して，地域農業と 6次産業化
(農産加工，農村複合化，経営の多角化)の関係につ
いて，事業主体や品目など多岐にわたり詳細な事例研
究が行われてきた(注4)。本研究の特徴を明確にす
るうえで，これら先行研究について2点指摘してお
ごう。
第1にこれらの先行研究は6次産業化の基盤とな
る地域農業に関しての言及が断片的であり，包括的な
ものとなっていない。 6次産業化と地域農業の展開に
ついて相互関連的な視点に欠けている。
第2に6次産業化の意義を静態的に捉えているこ
とである。 6次産業化の分析にはフードシステム的視
点と地域農業的視点という二つが必要であるが，それ
らは時間の経過主主もに変化する。それに合わせて6
次産業化の意味も変化する。しかしそれらの変化と対
応させて，一地域の6次産業化の展開を追った研究
はほ左んど行われてごなかった。
そこで本研究の枠組みとして重視するのは，第 1
に1自治体の地域農業を総体的にとらえたうえで，
そこから 6次産業化を検証することであり，第2に
地域農業と 6次産業化の関係性を動的に変化するも
のとして解明していくことである。
調査地である飯島町は中山間地域の兼業地帯で，稲
作が盛んであった。しかし，誘致した産業が衰退傾向
を見せはじめ，農業者の高齢化も著しく，地域農業と
地域産業は再編を迫られた。町は自ら主導して地域農
業のシステム化を進めた。そのーっとして6次産業
化が位置づけられる。
以下では，町の地域農業について明らかにし，つい
で6次産業化の経過に時期区分を設け，それぞれの
段階ごとに主体組織に着目しながら，その展開につい
て考察する。
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2. 調査地の概要
1) 概況
本研究の調査地である飯島町は，長野県南部，伊那
谷のほぼ中心に位置し，農地の標高は約500m~840
mにわたる。総土地面積は8，694ha，人口9，902人，
総世情数3，242戸，高齢化率30.5%，総農家戸数1，056
戸，専業農家率13.2%，耕地面積1，190haである
(2010年)。農業者数は年々減少しており，就農人口
の高齢者率を高めてきた(表 1)。基幹的農業従事者
における高齢化率は， 2000年の58%，2005年の68%，
2010年の75%と推移している。
表2は町の産出額(農業粗生産額)の推移，表3
は個別農畜産物産出額(粗生産額)の順位の推移であ
る。
基幹作物は水稲で， 1990年初めまではナシやリン
表 1 基幹的農業従事者数(年代別)の抑移
年
(人)
総数|諸手認ミ j;話器ミ包ミ究議官
1980 1，274 
1985 1，178 
-・....
1990 1，063 
ー・....
1995 792 
2000 824 7 32 58 114 134 356 123 
2005 795 7 21 39 72 113 318 225 
.ー...-..晶..ー
2010 748 5 14 25 66 74 281 283 
資料農林業センサスから作成
注世代別人数の統計は2000年以降に限る
表2 飯島町における農業産出額(農業粗生産額)の推移
(億円)
年 米麦類豆田雑穀野菜果実花井菌茸畜産養蚕その他 合計
1980 1.6 0.3 0.2 2.8 6.0 2目7 0.5 5.3 1.1 0.9 31.4 
守一一ーーー・.・・..ー .ー ・ー 4晶 圃-----.・ 一一 ・..........一一
1985 14.2 - 0.4 2.2 5.6 3.4 2.2 4.3 0.5 1.1 33.8 
晶晶・ー・・・・・・..・，一 晶...........・・・一一 ・ーーー--....--_..晶 a・ー ー ー ..-.-
1990 12.4 0.5 3.0 8.0 6.0 4.9 2.7 0.3 0.6 38.4 
1991 12.7 0.4 3.3 8.0 8目8 5.9 2.2 0.3 0.4 42.0 
1995 13.1 - 0.1 2.7 5.0 6.2 8.0 1.9 0.1 0.5 37.6 
ーーーーーーーー・ ・a・・ー .ー.・ー.------・ー ーーーーーーーーー ・ーーーーーーーー........_-ーーーーー・ .--晶 h
2000 9.4 0.1 0.3 2.3 4.4 5.6 6.0 1.2 0.6 29.9 
一.・ー・ a・.....・ 晶........-.-.一一 ・ーーー .ー..........司圃圃圃
2005 8.9 0.2 0.4 2.2 3.3 7目9 4.8 0.7 0.5 28.7 
20061三竺乙 04 2.4 3.1 8.6 4.8 0.6 0.4 128.8 
資料長野県農林統計(生産農業所得統計)から作成
農業と 6次化
表3 飯島町における個別農畜産物産出額(粗生産額)順
位の推移
年 l位 2位 3位 4位 5位 6位
1980 米 梨 豚 l勾用牛 パラ 牛乳
1985 米 梨 肉用牛 リンゴ 豚 生乳
‘・明朝 開開噂圃圃圃園一 一陣晶----......冒曹一一・・・ー
19901 米 梨 リンゴ /¥ラ カーネー 肉用牛ション
19951 米 梨 ユリ リンゴ パラ 力ーネーション
一一一一一一晶占 h・........... 一一一一一-""・....... ー
20001 米 梨 リンゴ アルストロメリア ユリ 鉢物花
20051 米 アルスト 梨 ユリ リンゴ カーネーロメリア ション
ー一ーーーーーー・ー・・""" 一一一一一一一一一一晶 a・・・ a圃圃圃 圃圃圃圃圃圃圃圃圃“・ー
アルスト ユリ カーネー 梨 リンゴロメリア ション
資料 長野県農林統計(生産農業所得統計)から作成
ゴなど果樹も盛んであったが，それ以降は減少傾向に
転じた。町内でのナシ栽培は1926(大正15)年に始
まったとされ， 1927 (昭和2)年にニ十世紀ナシが導
入された。養蚕に代わる収益性の高い作物として生産
が増加した。 1940年代Iこは生産を一且は減少させた
が， 1970年代の最盛期までは生産を増やしていた。
リンゴの栽培も1926(大正15)年からだが， 1970年
代以降に栽培が盛んになった。その背景には， 1970 
年から開始された減反政策による生産調整があり，水
回転作作物として様化リンゴの栽培が増加した。生産
効率がよく，転作奨励金もあったため，多くの農家が
栽培に取り組んだ。しかし， 1984年には転作奨励金
の対象外となる(飯島町1993a)。その後，果樹に代
わるかたちで生産額を増加させてきたのが，菌茸や花
井といった施設園芸作目である。
2) ハード面における整備事業の展開
飯島町において6次産業化が開始される以前の町
の農政を見ておこうo それは農業構造改善事業による
基盤整備が中心であった。
町は1961(昭和36)年度に第一次農業構造改善事
業の計画策定地域に指定され，基本目標として基幹作
目を水稲，補充作目に畜産(肉牛中心)，競菜園芸と
ナシの適地適産による主産地化を推進することを決定
し， 1963 (昭和38)年度の実施町として指定を受け
た。この地区計画では，基幹作物である水稲の基盤整
備事業(農道)と経営近代化施設の導入により水稲の
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省力化・機械化作業体系を確立し，余剰労働力を補充
作目生産と，一部には第2次産業への就業を目指す
ものであった (1飯島町広報昭和38年11月15日J)。
この第一次農業構造改善事業では3か年7，700万円
をかけ，土地基盤整備事業として農道の整備，経営近
代化施設事業としてトラクター・コンパイン及び格納
庫，乾燥調製施設が導入された。その後， 1967 (昭
和42)年度予算に農業振興企画調査費を計上し，県
や農協，農業改良普及所，農業技術者協議会，農業委
員会などと協議，研究を重ねた。
1969年に農業振興地域整備事業計画を樹立した。
土地基盤整備事業と農業近代化整備事業はこの計画の
2本柱で，前者は県営聞場整備事業，後者は第二次構
造改善事業で実施された。県営圃場事業は1973年に
着手された。農用地の標準区画は100mX30m，幹線
道路は巾員 7m，支線道路巾員4m，用水路をU字
溝，排水路等繋備を行い，大型機械化体制の組織化と
水管理の統ーを進めた。十余年の歳月と76億7，000万
円をかけて， 1984年に完了した。
第二次農業構造改善事業は，整備された圃場をより
有効に利用することを目的として，当時の伊南農協が
事業主体となり取り組んだ。 1974年には，飯島果樹
選果場，読菜広域集荷所を完工し， 1975年には七久
保果樹選果場を落成した。水稲協業組織にはトラク
ター，田植機を導入した。 1976年に育苗施設，畜産
協業施設の整備を進めた。七久保地区では農地造成改
良事業により 2つのナシ果樹団地(約7ha)を造成
するとともに，果樹選果場を新設し機械施設など一式
を導入した。また果樹協業組織の育成を図ることを目
的にスピードスプレヤー導入し，共同防除，共同選果
が始まった。また，園芸団地造成として，花升ハウ
ス・キュウリハウスが建てられた。 1978年にはカン
トリーエレベーターを建設した。この第三次農業構造
改善事業は1980年をもって完了した。
以上のようにハード面での整備は進んだが，農地を
集積するシステムは確立されなかった。基幹農業者は
農業に専念できたが，土地利用型の農業をいかに集約
し，また兼業農家がどのように携わっていくかといっ
た課題が残った。
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3) 工業誘致の影響
一方の工業政策に関してみると，高度経済成長期の
1960年代以降に，精密機械工場など多数の企業を誘
致していった。 1962年に伊那谷が低開発地域工業開
発地域に指定され，工業誘致と既存工場の振興を図っ
た。その結果， 1960年に 6億円だった工業製造出荷
額は10年後の1970年に41億円まで増加し，同年の事
業所数は48に増加した。 1963年時点で，製材・製画
の飯島木材糊や抵抗器部品製造の平川製作所は，従業
員100名以上の規模の事業所を町内に設けていた。そ
の後， 1973年には農村地域工業導入促進法の適用を
受け，工業団地を造成し， 1975年には83の事業所に
1376人が従事するようになった(飯島町1993b)。
その結果として，若者の農業離れと兼業化が進んだ。
1955年には農家戸数1，617戸のうち専業農家は1，144
戸で70.7%を占めていたが， 1961年には農家戸数
1，627戸のうち専業農家は690戸で42.4%と過半数を割
った。町にとって企業の導入は法人町民税や固定資産
税など町税源増加につながるうえ，農業構造改善事業
による農業余剰労働力を吸収することができるため，
積極的に工業化を進めていった。 1965年の工業生産
額は年間約9億5，000万円，農業生産額は約10億円で
あった。ところが， 5年後の1970年には工業生産額が
4倍増の約41億5，000万円になったのに対して，農業
生産額は約1.5倍の14億6，000万円にとどまり，以後，
工業生産額は飛躍的に進展した。農業分野では後継者
不足と高齢化に拍車がかかり，担い手問題が深刻化し
ていくこととなる。
就業者人口の推移を表4に示した。就業者数の合
計は2005年まで6，000人台と大きな変化はないが， 1 
次産業従事者は1965年から90年までの聞で5年ごと
に10%減のペースで推移しており，それを吸収して
いるのが第2次産業である。
4) 地域複合営農の開始
1980年には近代的な機械農業に向けた基盤整備を
概ね完了させたが，本格的な機械化農業を実践してい
くには多くの課題があった。稲専作の小規模兼業農家
と稲以外の集約農業を行う専業農家の分化が始まり，
後者が孤立する状況が進んだ。また個別農家による機
表4 飯島町における産業別就業者数の推移
(人)
年 第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
1960 3，701 1，024 1，443 6，168 
-・.
1965 3，836 1，379 1，320 6，535 
1970 3，063 1，864 1，455 6，382 
...... -一・ 晶晶圃-........---_._-_._-.....ーー...ーーー .ー.ー •• ・ー..
1975 2，448 2，118 1，555 6，121 晶‘・ •••••••••••••••• 晶ー ・ー.......ー .‘晶圃‘・....ーー・圃晶
1980 1，796 2，581 1，777 6，154 
1985 1，489 2，966 1，765 6，243 
一ー・ー‘一 一・
1990 1，299 3，067 1，920 6，316 
.ー..-_.・ー・・・ 一一一一・・・.......一一晶・ー •••••• ..-一一・
1995 1，246 3，055 2，074 6，376 -・.... .._.........冒・・.・冒官一， 圃圃 E・・..・....
2000 1，114 2，866 2，191 6，190 
2005 1，124 2，625 2，358 6，111 
司氏明 ...明胃 開開開
2010 849 2，103 2，363 5，327 
資料国勢調査から作成
械への過剰投資も深刻で、あった。農地の貸し手は増加
する一方だったが，農地の集約化は進まず分散錆圃の
ままであり，農作業に関して稲作農家は世帯単独で農
業を続けようとした。基盤整備を実施したものの小規
模零細農業の解決にはつながっていかなかった。
それらの解決策として新たな農業振興体制が模索さ
れ， 1986年に「飯島町営農センター」が設置された。
その要件となったのは①全ての農業者の参加，②行
政・農協・関係機関の連携，①(農地集積や機械設備
への過剰投資など)個人では解消できない課題の解決
であった(田代2009)。
議論の焦点となったのは個人完結型の農業経営から
の脱皮であった。そこで，営農センターは「地域複合
営農」と題して， I専業・兼業農家ともに農業を継続
できる，いごこちのいい町づくり」を町のビジョンと
して掲げた。町は「地域複合営農への道」を策定し，
その後も積極的な農政を進めてきた。その経過を表5
にまとめた。
営農計画の第 1 期 (1986~1991年)は「地域複合
営農」の導入・確立期である。まず「町営農センター」
を発足させた。営農センターは全農家参加型で，町，
農協，関係者・団体から構成される。町全体の農業・
農村振興方策の策定と推進，その評価を行う機関であ
る。関係者・機関の連携を強化し，農業-農村のマネ
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表5 地域複合営農の経過
計画 第 1 期 1986~1991 第 2 期 1992~2001 第 3 期 2002~2010 第 4 期 2011~2016
。地域複合営農の確立 1)農村いの町活づ性く化:いごこち ①組織農業体制の強化 ①自く然り環境保全型の農産物づ
①空宇理調書了暴露ム確立
のい り ②lり，000 ha自然共生農場づく
2)農業の活性化 ②農人業づをく担りう経営体づくり・
②機械協同利用システム確立 ①組織農業の推進 ③農業を担う経営体づくり
③地域振興作物の導入と振興 ②経土地営利の用分計離画， 農地所有と ④個農性業推あ進る産地・高付加価値 ③個業性推進ある産地・付加価値農
目標
④力強い担い手の育成
③手多様の育な担成い手と力強い担い ⑤農地の有効活用
④農地の有効活用
⑤福助事業による農業施設整
⑤作業効率化とコストダウン ⑤農ダ業ウ経ン営の効率化とコスト
⑤いごこちのいい町を目指す ④地価値域振農業興作推物進導入と高付加 ⑦情報化の推進 ⑤都市と農村交流
⑤農業・農村の情報化 ⑥いごこちのいい町づくり ⑦情報化の推進
⑥マー ケッりテ都ィン交グ・プラン ⑤いごこちのいい町づくり
ドづく ・市流
営農センターを設立 農南)地設保置有合理化法人 (JA伊 計1，0画OOha自然共生農場づくり 栗進の皇づくり関連法人化の推
地区営農組合を設立
農事業業組等織・ 地立区ごとに農事組合法人を設 地図情報システムの完成 地法区人営の設農組立合地区担い手営農
米里基づ盤くのり花計画とキノコと果物の
農ハ業ー構ド造整備改善事業による各種
「栗の里づくり」推進
道の駅，交流拠点の設置
特産品づくり 創加工出事業で個性ある農産物の 個性ある産地づくり 値個性農業ある産地づくり・付加価
活に性お化け策る 高な付ア加グ価リ値ビ農ジ業ネのス推の進展開と多様→餅加工施設における事業充課題 実 ブランドづくり
農な分産野物の加開工拓等の1.5次産業的 女性による地域おこし 女性-支農喋骨の者強・イグループの育 地区担い手営農法人
産→餅物地・漬の場直物開発業・ジグュルー スープ等育地成域特， 
成ヒ :生産・取加工組など幅広い農業
分野へのりみ
産農加
副業的に農業へ取り組む担い手
担育成い手の →な少ど最の生多品きが目生い産のあ・農る産農加業工
起業者の支援
地域産産業をつなぐ人材づくり
地区営農組合の法人化
→め農の村6社次会産業を守化り活性化のた
餅加工施設の建設予定 道売の駅建設による加工品の販 地品場開農発産物加工商品化と特産 加工販売サービスの事業化
施設整備 →よ6る次農産村業ビ化ジネと農ス商推工進連携に
異グ業リ種ビジ・他ネ産ス業事業と連の携構築したア
時期区分 i段階I→ j段階E→ j段階E→ (段階N→
資料 「地域複合営農への道(I~N)J より作成
ジメント機能を果たすことが目的である。
また1989年までにそれ以前の数集落からなる水稲
協業組合が，旧村を単位とする「地区営農組合」へ再
編された。地区営農組合は全農家が参加し，町内の4
地区すべてに設立された。営農センターによって策定
された方策に基づき，地域営農計画，土地利用調整・
計画を行った。
い手とするねらいであった。農事組合法人は設立当初
にはオペレーターの派遣などを行い，地区農家の水稲
作業の一端を担っていた。しかし，栽培施設が大規模
だったため，農繁期にのみ労働力を貸すというのは困
難であった。そのため数年のうちに， 4法人のうち 3
法人が土地利用型を切り離し，施設型専作へ移行した。
次に1992年までに地区ごとに「農事組合法人」が
設立された。施設型(菌茸もしくは花升)の農業経営
体を育成すると同時に，地域の稲作農業の基幹的な担
このように第1期には「営農センターJI地区営農
組合JI農事組合法人」が設立された。
第 2期 (1992'""-'2001年)は制度の充実期にあたる。
農業関係者・団体の役割分担を明確化し， I農業農村
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活性化計画」が策定された。
第 3 期 (2002~2010年)は 11 ，000ヘクタール自然
共生農場づくり計画」と題し，全町農場制を全面的に
押し出した。また2007年までに土地利用型農業の強
化を目的に，旧村地区を単位とした営農法人「地区
(営農組合)担い手法人J(以下，営農法人と記す)を
設立した。この営農法人は地区営農組合の資金をもと
に，地区営農組合に内部化されていた機械利用部を会
社化した実践組織である。営農法人は地区営農組合の
所有する機械を借りて，個別農家の農作業受託を行
う。農地利用調整を行う地区営農組合と連携して，地
区の農業を支える役割を果たす。
第 4 期 (2011~2016年)になると計画は「食」と
「農」の全体を包括したものとして再設定し，地域の
みならず都市や消費者との交流を前由1こ押し出す内容
となった。
以上のように，飯島町は町レベルに営農センター
を，旧村の地区レベルに「地匹営農組合J1農事組合
法人J1地区(営農組合)担い手法人」を置き，地域
農業を進めている。町ではこれを「飯島町型組織農業」
と呼んでいる。
営農センターを中心に農業脹輿策について協議を進
め，農業者の組織化を進める一方で，補助事業を積極
的に用い，土地利用型農業・施設型農業およびその周
辺施設の整備を行った。平成元年から 6年のうち
に，高付加価値農業推進農業構造改善事業(農業農村
活性化農業構造改善モデル事業)，新農業構造改善事
業に基づく地区再踊農業構造改善事業，農業農村活性
化農業構造改善事業(需要創造型，高密度情報型)が
実施された。これらによって，農用地管理ソフトウエ
アの開発，堆肥生産施設や情報連絡施設(有線テレ
ビ)，産地形成促進施設として花升ハウス・冷蔵庫 1
か所とキノコ栽培施設3か所，乾燥調製貯蔵施設，
果実選果場，餅加工施設など，次々に建設した。補助
事業や奨励金に対し積極的に申請しており， 6年間の
施設整備に関する総工費は48億円以上にのぼる。
以上は地域農業の大きな流れであるが，次にそれに
関わらせて農産加工事業の展開をみよう。
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3. 段階1 農協の加工施設の設置と女性ゲ
ループ活動の開始
飯島町の農政の全体計画である「地域複合営農への
道(I~N)J には，農産加工事業の項目もある。そ
れによって農産加工事業の展開をあとづけよう(表5)。
1980年代後半から現時点までの6次産業化の経過
は4段階に時期区分できる。営農計画と 6次産業化
の時期区分にズレがあることに注意していただきた
い。まず段階Iは1990年代に入札伊南農協による
1.5次産業とともに，女性を中心とした特産品開発が
開始された。次の段階Eは2000年代の初めからであ
る。農協の加工施設が農事組合法人に経営委託され，
女性グループに男性が加入するようになった。町には
道の駅が設置され，販路が広がり， 1水平的な6次産
業化J(注目が図られた。段階Eの2005年頃から他
産業との連携による事業展開，つまり「農商工連携」
に着手する。さらに， 2010年頃からの段階Nにおい
ては農商工連携に関わった営農法人が独自に 6次産
業化への展開をみせる。
以下では段階ごとのプロセスを課題と方策，主体の
動き，成果の1阪に説明する。まずは段階 T (1990年
代)からみていこう。
1) 課題と方策
この時期は基盤整備によって農業の機械化が進み，
男性が農作業の中核となっていった。営農計画1期
の「地域複合営農への道パート IJでは，高齢者や女
性も農業の担い手として位置づけられ，彼らに適した
作目(花井)が検討された。合わせて 11.5次産業的
な分野の開拓」が模索されたが，当時は伊南農協によ
る加工施設の設置と運営に留まった。特産づくりとし
て，農産物には米，花井，果物など挙げられている
が，加工品については特に明記されていなし、。「地域
複合営農への道パートIJになると担い手育成の具体
化として「農村女性による地域おこし」が設定された。
その文面には「地場産業ク*ループを育成し，農産加
工・特産物等地域特産品といえる農産商品の開発」と
して， 1餅・ワイン・漬物・ジュース」が挙げられた。
すなわち段階Iでは機械農業の開始を背景に，①女
農業と 6次化
性の活動領域の確保とそれによる女性の地位向上，②
生産拡大が期待される農産物，特には米の付加価値の
向上，③特産品開発が課題となった。そのために女性
主体の特産品開発への取組みが進められることにな
る。取組みが行われたのは1990年頃からで，その経
過は表6に示した。
この時期は伊南農協と飯島町の行政が積極的で，段
階Iの経過もそれらに焦点を当ててみていこう。
2) 農協の動き
合併前の伊南農協(注6)による農産加工事業への
取り組みは， 1986年の営農計画 1期から 11.5次産業
的な分野の開拓j として始まった。
伊南農協は営農センター計画のもと，農産物に付加
価値をつけることを目的に， 1990年に餅加工施設を
設置した。飯島町は水稲採種，酒米，モチ米の(農協
の生産)部会に強く関わっており(飯島町1993c)，
水田農業に力を注いできた。それには農業構造改善事
業(農業近代化施設整備事業)が用いられた。開始当
時は季節稼働で，農協職員 1名が運営を行い，女性
組合員が作業にあたった。冬場の就労機会となった。
もっとも伊南農協は餅加工施設を設置する以前の
1988年にリンゴのジュース加工場を設置している
(注7)。この施設は販売目的というよりも，農家が持
ち込んだリンゴを絞る作業を受託して行う程度にとr
まっていたようである。果樹部会の女性たちが任意グ
ループを組み，作業に従事していた。
3) 町と女性グループの動き
町が本格的に農産加工への取り組みを開始したのは
営農計画2期以降である。地域おこしの一環とし
て，農産加工・地域特産品の開発を始めた。そこでは
組織づくりに重点がおかれ，農協の生活部会や充普及
員を中心とするメンバーが対象とされた。
1990年噴から農協の生活部会員約80人が地域おこ
し・郷土料理の研究として，町外・県外の道の駅や直
売所の視察に取りかかった。その後，生活部会長を中
心にメンバー約20人が結集し，郷土料理である「五
平餅」の販売に的を絞り，普及員の指導のもとで研究
を重ねた。なかには調理専門の学校へ通い，調理師免
許を取ったメンバーもいる。形状，重量，味噌の味，
米の潰し方などアイディアを持ち寄って試行錯誤し，
納得のいく五平餅を完成きせた。
産地形成促進施設として道の駅の建設が決まり，
1995年には道の駅本郷の開庖とともに任意グループ
「ふるさとの味いいじまJ(以下，ふるさとの味と記す)
として事業がスタートした。道の駅本郷には駐車場と
トイレのほかに自動販売機とふるさとの味の建物しか
なく，他の飲食庖や物販凪はない。ひとつの屈を自分
たちだけで運営するプレッシャーは大きかったという
(注8)。
その後の商品開発は会員たち自らが行い，郷土食の
「おやき」など販売商品の種類を増やした。また，町
内外を問わず県外のイベントにも参加するほか，営業
活動を積極的に行い，売り上げを伸ばした。
2006年には株式会社化し， 65歳以下で加入したメ
ンバーは正社員として雇用しており， 75歳定年制度
を設けているo 年間の売り上げは以前ほど伸びない
が，現在でも自社3庖舗を運営する。 2013年の時点
では， 60歳から74蔵までの会員で構成されている。
表6 段階Iの経過
年 農協の動き 行政の動き 各加工組織の動き
1985 iC撃を楽しむ会」による女性参加者の募集
1988 伊南農協ジュース加工場(リンゴ)を設置
1990 餅加工施設を設置
段 1992 農協生活部会へ郷土食研究依頼 蒼葉の会発足，販売開始
階 農協生活部会が視察や郷土研究開始
I 1994 伊南農協が上伊那農協へ統合 飯島町みそ加工研究会発足
1995 道の駅本郷を設置 ふるさとの味いいじま発足・販売開始
町農村環境改善センター設置 みそ加工研究会販売開始
1997 町農村女性グループ連絡協議会設置
資料 『飯島町誌下巻 現代/民族編J.r地域復合営農への道J，筆者ヒアリングより作成
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最年長の会員s氏はその要因について，出勤時聞を
固定できず，収入が安定しないため若い人には貯まれ
る職場ではないためではないかと語った。希望として
は一般企業などを定年した60歳前後の人材を求めて
いるがそれでも後継者を探すのには苦労しているとい
う。
1995年に町は農業農村活性化農業構造改善事業に
よって「農村構造改良センターJという捜合施設を建
設し，加工室を併設した。町ではそれ以前に施設の建
設に合わせ，農家女性を中心に声掛けを行った。味噌
の加工を行う女性グループ「飯島町みそ加工研究会」
が元普及員を中心にして1994年に発足した。みそ加
工研究会は味噌加工の研究を1年間行い，試験販売
を経て， 1995年に本格的に製造販売を開始した。作
業は冬場の寒い時期に適しているため，農閑期を中心
に活動している。非農家l名と大型の専業農家(果
樹主体)の1名を除く会員は兼業農家で，農家の副
業的に味噌加工に従事している。 2013年時点で会員
の年齢は最年少58歳，最高齢76歳，平均年齢は65歳
ほどである。
漬物製造を行う「若葉の会」もまたこの加工室を活
用している。若葉の会の前身は1985年噴に町・農
協・普及センターが共同で主催した「農を楽しむ会J
(注9)であった。その後に農協から会員に声がかか
り，農協の販売屈で月に 1度の惣菜販売を行うこと
となった。現在では自家栽培の無農薬野菜を用いて，
化学調味料や食品添加物を使わない漬物の製造を行
い，道の駅などで版売する。会員は3名とむ稲作・
果樹農家で，農業の傍ら活動に従事している。 2013
年の時点で，会員の平均年齢が80歳に近づいてきた
ため，早く後継者を見つけ，技術を伝えた後に引退し
たいと考えているが，後継者はまだ見つかっていない。
このように女性グループがいくつか発足し(注
10) ，活動が活発化してきた。上伊那農協では女性グ
ループの活動をさらに活性化しようと1996年に女性
組織協議会を設置した。町でも下部組織にあたる「飯
島町農村女性グループ連絡協議会」を1997年に組織
した。町-農協・普及センターが中心となって支援
し，女性農業委員や県認定の農村生活マイスターも参
加する。発足当時から協議会に参加するみそ加工研究
会の代表K氏によれば，研修会や交流会は現在も行
われており，グループ同士の交流・学習の場として機
能しており，女性たちの活動のレベルアップに寄与し
ているという。
4) 段階Iの成果
段階Iでの6次産業化の特徴は次のとおりである。
①推進・支援母体は営農センターを中心とした町産業
振興課，農協，上伊那農業改良普及センターであった。
②役場と農協が女性グループの組織化を行い，農協の
生活指導員や上伊那農業改良普及センターの普及員な
どが技術指導をした。③製造施設や販売拠点は町産業
振興課と農協の補助で設置された。
段階Iの成果は女性グループの結成と活動であり，
その活躍は女性の地位を向上させ，女性の社会進出を
促した。参加する女性達は農業を主業としながらも，
農業とは異なる領域に活躍の場を広げた。ふるさとの
味の五平餅は町外のイベントでも好評で，町の顔とし
て欠かせない存在となり，活躍する場は多い。そして
五平餅，おやき，漬物，味噌など伝統的な農産加工品
が特産品として商品化され，また地域食として継承さ
れる下地をつくった。
4. 段階ll:農事組合法人による農協施設の
運営開始と道の駅設置
1) 課題と方策
2000年代に入ると景気の悪化と転作率の増加，そ
して農業就業者の高齢化から農業所得が減少し始め
た。農業と農産加工事業のそれぞれに問題が発生し
た。まず農業の課題は農業者の収益確保である。農事
組合法人の運営する菌茸栽培にも影響が出はじめ，そ
の収益の向上が課題となった。農産加工事業において
は加工品の販路が課題となり，また女性グループによ
る活動の継続が懸念された。この解決策として①農協
の餅加工施設を農事組合法人に経営させることで加工
部門の収益を向上させること，②女性グループへの男
性の加入，③道の駅の設置による販路の確保が図られ
た。段階Eの経過は表7に示した。
以下では農協，農事組合法人，町行政の動きを中心
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表7 段階Eの経過
年 農協の動き 行政の動き 各加工組織の動き
.2001 餅加工施設の経営をいつわに委託 いつわが餅加工施設経営開始
2002 ジュース加工施設を新設 道の駅花の里L、L、じま開設 フルーツ工房ピュア，かたくり発足
2003 交開流設拠点、施設アグリネーチャーいいじま ブレッドいいちゃん開庖
2004 農事村業実女性施社会参画促進プロジェクト推進
段
2005 ジュース加工施設の運営をいつわの代表 町農村久性活動団体まめっこ設立 まめっごふるさと使開始
階 者に委託
2006 
1I .2008 
2010 
2012 
2013 
資料 『地域複合位農への道~，ヒアリングより作成
に加工組織の変化をみていく。
2) 上伊那農協と農事組合法人の動き
2001年に上伊那農協は餅加工施設の経営を「農事
組合法人いつわ」へ移譲した。農協の餅加工施設は季
節稼働であり，生産性が低かった。農協は施設の稼働
率を上げ，生産性を向上させる必要があった。いつわ
では菌茸の収益減少を補てんするための新たな収益源
を求めていた。両者の利害が合致して， 6次産業化の
段階Eが始まった。
農事組合法人いつわの設立経緯から説明しよう。そ
れは1989年に「地域連携農業を行う農事組合法人J
として， 5人の有志により結成された。水田経営と菌
茸栽培施設を行う経営体である。事業の柱は菌茸栽培
だが，会員持ち込みの土地主借り上げた土地を合わせ
て15haほどの土地利用型農業の経営も行っていた。
しかし1990年代の終わりごろから菌茸類の市況が悪
化したため，農産加工事業を視野に入れ始めた。一方
の農協は餅加工施設の担い手を検討していた。そこで
両者が合意し，餅加工施設の経営はいつわに移譲され
た。いつわは自社の水田経営をウルチ米栽培からモチ
米栽培中心へと切り替え，自社生産米を用いて加工を
行うようになった。その量は年間約50tに及ぶ。
2012年には所有する菌茸栽培施設の経営を切り離
し，隣の地区で菌茸栽培を行う他の農事組合法人へ施
設を貸与することにした。それ以降，いつわは原料の
モチ米生産主餅加工に専念している。
いつわ代表者がジュース加工運営管理を
開始
ふるさとの味L、いじま株式会社へ移行
フルーツ工房ピュアに男性が加入
プレ、yドいいちゃんに町外男性が加入
いつわの餅加工施設の工場長として男性
を雇用
かたくりが解散
農事組合法人は男性のみで構成されていたが，餅加
工施設を引き受けるとともに，伊南農協が運営してい
た当時の女性や新規のメンバーをパートとして雇用す
るようになった。しかも女性もアイディアを活かしな
がら主体的に参加できるように心がけているという。
製造技術や衛生闘については農協から引き継いで以
降，農事組合法人の経営者自ら勉強し改善に努めてい
る。
いつわが加工施設を経営するようになった後に，今
度は女性グループの組織においても新しい動きがみら
れた。組織強化を目的に男性メンバーの加入が推進さ
れた。いつわの代表である H氏は餅加工施設の経営
に参画した背景と，女性組織の強化について次のよう
に語る(注11)。
「その噴 (1990年代)までは農業も良かったから，
農産加工まで男性が関わることに抵抗があった。農産
加工は女性の活動領域だった。しかし農業の情勢が悪
化してきてからは加工が農業経営において中心的な位
置に移行してきているJ(注12)
そのような農業の情勢は表2の1990年から2000年
にかけての農業生産額の低下からも読み取ることがで
きょう(注13)。
女性組織については r(そのような厳しい状況下で)
町の女性グループが長続きをして，しっかりと継続し
た組織になっていくためには，表面的ではなく内部に
男性がいた方が強いという考えでやってきた」と続け
- 91-
明治大学農学部研究報告第63巻一第4号 (2014)
た。町全体で加工グループの活動を守るという背景に
はこのような考えがある。
もっとも他方で男性は加工部門には口を挟まないと
いう点も重要視されていた。男性に求められたのは経
営管理能力や労働力であり，ときに女性をまとめるこ
とも必要とされた。しかし農産加工の商品や活動に対
して意見することはなかったという。その点に関して
は配慮のできる人材を組織に組み込ιでいった。
実際に男性を社長として起用したふるさとの味の元
会員M氏は I(男性を入れたことで)女性たちは加工
のほうに専念でき，対外的な交渉時には経験のある男
性がいた方が心強かった」と話す。
参加した男性の役割は多様である。労働力としては
製造に伴う重労働や，運送・配達時の運転，経理の仕
事がある。また，前職の経験を活かした職務もある。
起用された男性にはホテル支配人，工場勤務者，製造
経験者がいる。様々な経験をもっ退職者を活用して経
理や製造に配置することで，組織としての内部強化を
図っている。
また上伊那農協は所有していたリンゴジュースの加
工施設の老朽化に伴い， 2002年に道の駅花の里いい
じまが建設される際に新しいジュース加工施設を併設
した。新規の機械設備を導入し，販売を目的とした製
造施設である。リンゴのみならず，ブルーペリーやウ
メ，シソなど広範囲に及ぶジュースを製造する。農協
は旧加工施設から従事していたメンバーをまとめ，任
意グループ「フルーツ工房ピュア」とLて発足させた。
その後の活動でメンバー構成は変わり，半数ほどを新
規会員が古めている。 2006年にはいつわの代表者へ
経営管理が移譲され，さらに2013年には経営統合が
図られ，いつわの下部組織となった。
上伊那農協は餅加工施設とジュース加工施設の経営
を切り離した後も農事組合法人いつわを支援し続けて
いる。新規製造許可取得に向けた施設整備や原料貯蔵
のための冷凍庫の購入などの設備投資，また販売支援
としてカタログ作成を行うなどしている。
3) 町と女性グループの動き
飯島町においても新しい動きがみられた。農産加工
組織の関係者から町行政に対して，販売の拠点となる
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施設を設置してほしいという要望が上がった。そこで
2002年に新たな道の駅「花の里いいじま」を建設す
るに至った。
道の駅を拠点として新規女性グループが発足し，新
たな活動が始まった。その主体となったのは趣味の集
まりや町主催の講習会に参加した女性たちだった。花
の里いいじまにはパン販売を行う「ブレッドいいちゃ
ん」の製造販売施設， Iフルーツ工房ピュア」の製造
施設， Iふるさとの味いいじま (2号庖)Jの販売施設
など女性グループの活動拠点が併設された。道の駅の
中心にある農産物の直売コーナーは加工グループの販
売拠点としても大いに機能した。新たな加工グループ
「かたくり」も発足し，道の駅とともに誕生したグルー
プは飯島町女性グループ連絡協議会に加盟した。道の
駅にi貰売コーすーが設けられたことで，加工(もしく
は委託加工)した製品を出荷する個人の農家も増えた。
ブレッドいいちゃんは町が主催したパン教室に参加
していた女性たちが主体となって，活動を開始した。
道の駅への出眉計画が持ち上がった際には半分以上の
受講者が辞退したが，再募集をかけ，さらに研究や視
察を重ね， 2003年に出庖した。 2012年にはパン製造
販売経験者の50代男性が新規に加入した。会員のう
ち， 3名が65歳を目前に控えており， 60代の会員が半
数以 kを占める。 50代の新規会員を後継者として求
めているが，みつからないというのが現状のようであ
る。
かたくりは知人宅の庭の梅を活用しようと，親戚2
名で発足した。自宅に加工場を設けるなど，意欲的に
取り組んでいたが，会員の体調不良により2013年の3
月に解散した。
2004年には営農センターが中心となり「農村女性
社会参画促進プロジェクト推進事業」を実施した。女
性グループ連絡協議会に加盟する会員を中心に 1年
間に渡って，大豆の有機栽培と料理の研究を行った。
この事業は連絡協議会全体の結束力を高め，活動を後
押しする要困になっている。とのうち加工・販売を行
う組織は，翌年，これを機に何かやろうと，飯島町農
村女性活動団体「まめっこJを発足させた。そして各
組織が加工する商品を集めたものを「まめっこふるさ
農業と 6次化
と便」として発売することを決めた。現在も年に2
回，東と冬，それぞれお中充とお蔵暮の時期を中心に
販売している。
4) 加工グループの概要と 6次産業化の到達点
段階Eでは餅加工施設が農協の手を離れ，農事組合
法人がその経営を開始し収益を向上させた。以後，男
性メンバーを他の既存の女性グループにも組み込んで
いった。町では道の駅の設震と女性の社会参画推進事
業を行った。道の駅という新たな販路を獲得した既存
の加工グループは販売額を伸ばし，また，新たな組織
が誕生した。推進事業は加工グループのネットワーク
を強めた。 6次産業化の各組織が強化されるととも
に，町の6次産業化は水平的統合へと展開していき，
6次産業化全体の比重を高めるようになっていく。
ここで，段階1. Iに発足した組織について改めて
整理しよう(表8)。
すべてが「まめっこ」に所属している。組織全体の
特徴としては，①年間の売上額は100万円から5，000
万円の範囲で，多くは比較的，小規模な経営体である。
②原料は自社・会員が栽培の他，上伊那農協や営農法
人からも買取をおこなっている。③事業内容は製造・
販売だけでなく，餅や味噌，ジュース・ジャムといっ
た加工作業の受託も行っており，その売上の割合も大
きい。④販路は道の駅や営農法人の直売所，農協A
コープの他，給食や葬祭所など，町内を中心に上伊那
地域内の流通が多くを占める。⑤原料調達，加工の受
託，販路において，営農法人や農家と密接に結びつい
ている。さらに構成員の特徴として，⑤多くの組織の
社員・会員は，稲作・果樹農家が多く(注14)，⑦平
均年齢は65歳以上で，尚且つ後継者問題を抱えてい
る。
町や農協などから推進・支援されることで町内から
発足した組織はそれぞれの役割を担いながら併存し，
6次産業化を通じて，町と農業の活性化，食文化の伝
承に貢献している。ただし，その一方では販路や技術
力において限界を示唆していることにも注目したい。
5. 段階m:;農商工連携の開始
1) 課題と方策
2000年代半ばを過ぎ，農業と農産加工事業がそれ
ぞれ問題を抱え始めた。まず，農業の課題は遊休荒廃
地化の進行である。町では，農業者の高齢化と並行し
て，若者の農業離れが進み，農地を貸出したいという
意向の農家が増えた。稲作と転作作物に関しては，作
業を一貫して委託できるように，旧村単位の地区ごと
に営農法人を立ち上げた。果樹畑に関しては，ナシを
はじめ栽培に手がかかるため，伐採する鹿家が目立
ち，遊休荒廃地も増加傾向にあった。このため，高齢
表8 段階1. Iで6次産業化を開始した組織の概要
組織名 形態 施設 経 過 組織の前身 開 農産物調達先 主な商品
農村環境改自善宅セ 1985年趣味同好会 農「の農声協を掛楽・け普し)及むセ会ンJ(町・若葉の会 任意組織 ンター ， 1992年販売活動
ター 3名 会員 漬物
段
階 味ふるさとの 株式会社 駅町がな設ど置3后(道舗の) 
1992年研究開始
農こ協し生・郷活土部食(研ま究ち)お 15名 J会A員・農家， 五き平，餅他， おやいいじま 1995年販売開始 (1 :g) 
I 
飯加工島研町究み会そ 任意組織 農村環境改善セ
1993年研究開始
有志(町の声掛け) 13名 営農法人 味噌，豆菓子ンター 1995年本格販売へ
いつわ 農事組合法人 農協餅加工施設
(1990年施設稼働) 営キ組ノ織コ栽培施設の運 ( 49 名) J営自A社農選法，果人農場家"'' 和わ菓餅子，他， おこ
2001年引き継ぎ
段 フルーツ工房 任意組織 農協施設 2001年販売開始 農協果樹部会 ( 52 名) JA選果場 ジュース，ジ
階
ピュア ャム
E いプいレちッゃドん 任意組織 (道町のが駅設併置設)
2000年頃趣味教室
町の(ノ〈クンラ教ブ室活)動 ( 71 名) 農家 パン，焼き菓
2003年販売開始 子
かたくり 任意組織一 自宅設置 2002年結成・開始 親戚同士 2名 知人，道，営の農駅法他 漬物
資料町資料，ヒアリングより作成 注かたくりは2013年3月31日解散。
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者でも栽培がしやすい作物という条件のもと，果樹の
産地としての見直しに迫られていた。
次に農産加工事業の課題は市場サイズなどを要因と
した事業規模の限界である。営農計画3期では「異
業種・他産業との連携したアグリビジネス事業の構
築」を活性化の課題として挙げた。このような当時の
方針に関しては，闘の政策的な背景とともに，当時の
農協職員で現在は道の駅関係者である K氏は次の2
点を指摘した。それは第 1に女性グループによる加
工活動を成功ととらえ，さらに拡大したいという希望
であり，第2にその反面ではそれら組織・事業に対
する限界を感じていたという点である。
以上の課題の解消策として，食品製造販売企業との
農商工連携を開始する。段階Eでは2つの農商工連
携事業が行われた(表9)。
事業の発端はいずれも岐阜県から飯島町へ進出した
食品製造販売業者であった。県外の食品メーカーは，
新ずこな農業技術と食品製造技術，そして販路をもたら
し，段階Eまでの6次産業化に比べ，広域的な取組
みが可能となり，地域農業へも大きな影響を与える。
以下では，その2つの事例をみていく。
2) 巣の里づくり
まず2004年から開始された粟の里づくりの経過か
ら見ていこう(表10)。飯島町に農商工連携という新
たな牒聞をもたらしたのは町内の企業ではなく，岐阜
県恵那市で栗菓子製造を行う「株式会社里の菓工房」
(現・株式会社恵那川上屋，以下里の菓と記す)であ
った。
里の菓では自社独自の栽培管理方法により生産した
栗を菓子原料に用いており，地元恵那市から調達して
いた。しかし，栗生産者の高齢化の進行と自社の販売
数量の増加から原料確保に限界を感じ，近隣に新たな
原料供給地を探していた。盟の菓は総面積20ha， 50 
tの粟の生産・供給地を求め，飯島町へ至るまでに多
くの自治体をまわったが，いずれの市町村でも要望は
適わなかった。
飯島町は里の菓の要求に対して，加工施設と販売拠
点を併設することを条件として提示した。両者は合意
し， 2004年から「栗の里づくり」計画がスタートし
7こ。
町が栗の里づくり計画に乗り出した要因はまず，①
高齢化とともに深刻化する遊休荒廃地の解消にあっ
た。ナシやリンゴといった果樹の伐採が目立つように
なっていたことから，新規作物を検討していた。そこ
で，②栗の栽培であれば，果樹栽培技術が応用でき，
従来栽培してきたナシなどに比べ，栽培に手がかから
ない。収穫物も軽く高齢者でも生産しやすい。きらに，
③新規作物導入にあたってリスクは伴うものの，生産
表10 1栗の里づくり」の経過
年 株式会社農の菓工房
20041栗生産について町へ正式要
請~....~
2005 
2006 
200711信州里の菓E房設立準備
会」発足
飯島町・栗生産者
「栗の里づくり計画」開始
恵那市へ視察
栗苗配布，植栽スタート
「飯島町栗研究会」が発足
県補助事業で大幅に楠栽増
加 9.5ha
町単独事業で儲栽 3.9ha 
200811株式会社信州皇の菓工房JI町単独事業で植栽 1.5 ha 
設立 1恵那川上屋」へ出荷開始
2.8 t 
200911広域連携アグリビジネス|町単独事業で植栽 4.0ha
モデル支援事業J採択 i信州里の菓工房へ本格出荷
20101工場兼販売庖舗完成，開庖|社団法人「月誉平栗の里」
発足
20121 株式会社「七久保栗の杜」
発足
粟部として農協果樹部会へ
加入
資料町資料，ヒアリングより作成
表9 段階Eにおける取り組み
商工業者 拠点 農業者 技術指導・支援 販売年 事業の契機 原料 取引最 商積 商品
(現制・里恵の那菓川工上房屋) 制の信菓工州房里 (個町人内・農法家人) 恵自社那系生列産生者産，法農協人， 2009 培自社の規栗定原栽料 栗 約22t 25ha 菓子
紛内堀醸造 同プ社ス工ア場ル 駒田切農産 信業州改大良学普， 上伊那農及センター 2011 工特場産進品開出発と 唐辛子 約3t 11a 調味料
資料ヒアリングより作成 注取引量は2012時点、
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当初から販売先が確保でき，尚且つ技術支援も受けら
れる。これらの点で町としてもメリットは大きかった。
活に県外からの菓子メーカーとの連携事業への取り
組みを進めるには，積極的な行政担当者の存在が大き
かった。当時の産業振興課の課長は恩の菓からの提案
を受け，即決し計画を進める意向を示した。さらに自
治体の政策によって，地区を単位とした農家の組織化
を進めてきたことの意義も大きかった(注15)。それ
までの農家の組織化が新作物の噂入にあたっても，大
きな力を発揮した。
事業決定後では営農センターが計画を策定し，地区
営農組合を通じ，各農家へ声掛けを行った。しかし町
の方針とはいえ，生産者が率先して新規作物を作りた
いということにはならない。生産者が構想に賛同し，
栗を栽培しようという気運を高める必要があった。そ
こで里の菓自体も，生産者の意識を高めることに重点
を置き，計画説明会の段階で社長自ら話をするほか，
恵那市や近隣生産者の圃場見学会を実施するなどのコ
ミュニケーションの場を設け，生産者へ対して直接，
協力を要請した。
農協では生産者を確保するために，チラシの配布や
声掛けなど行った。町行政は2005年から県補助事業
及び町単独事業費により，生産者へ苗木の配布を開始
し， 2006年には県の補助事業により約10haが新植さ
れることとなった。苗木配布の際には里の菓の意向を
含んだ栽培申し合せを栽培者に配布している。栗生産
に伴い，鳥獣害防止用ネットの設置も支援した(注
16)。
このような働きかけの結果，農業の組織化と商工業
の組織化が始支った。
2006年春には栗生産を希望する約60人が集まっ
た。高品質で収最の安定した栗生産技術を習得するた
め， r飯島町栗研究会」を立ち上げた。上伊那農協が
事務局となり，生産者代表が会長を務める。飯島町で
は栗の生産はほとんど歴史がなく，生産者ほぽ全員が
新規栽培者だった。栗は比較的栽培が簡易であり，新
規作目のため全員が同時期からの開始となる。そのた
め，退職者や退職ま近な人が栗を植えはじめた。いわ
ば生産経験の浅い果樹農家の後継者を後押ししたこと
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になる。 2月の植え付け後， 9月には恵那市まで視察
研修へ赴いた。 2013年5月時点の栽培者は81名であ
る。
農協では栽培開始以降，栽培管理基準や出荷のとり
まとめを行う。本格的に出荷が開始された2009年以
降には，毎年，出荷直前に出荷方法と規格の確認を行
う説明会を聞いている。年度末には輿定講習会と合わ
せ，情報の共有や栽培苦労の分かち合いを目的とした
振興大会を開催し，信州里の菓の代表も参加する。
その後，菓の生産を行う法人が2つ発足した。ま
ず， 2010年に「一般社団法人月菅平(っきよだいら)
栗の里」が設立された。「月誉平」とは田切地区の一
画にあたる小高い台地の一帯を指す。栗を植える以前
は一面に草が生い茂り，一部には木が目立つ状態まで
荒隣地化が進行していた。その士地約5haに栗を植
え，維持管理しようという思いから法人を設立した。
土地の地権者である約40名全員が合意し，出資し
た。その際には，一人一票制を重視し，一般社団法人
を選択した。栗関係者や地域関連団体からも出資を募
り，その割合は地域住民や組織35%，里の菓65%と
なった。整地の準備やフェンスの設置には地権者たち
自らが率先して行い，約1，400本の菓を植えた。植樹
から4年目となる2014年度から本格的な収穫を迎える。
また， 2012年には七久保地区を中心に「株式会社
七久保栗の杜」が発足した。七久保地区は4地区の
中で最も果樹生産は盛んである。ナシをはじめ果樹の
生産者が多く，生産者たちが自ら立ち上げた七久保果
樹研究会という組織の活動も活発である。そのような
七久保地区の生産者たちの間で， I田切に負けていら
れないj という話が上がった。地区の生産者有志が集
まり，耕作放棄された農地約3haを借り上げ，栽培
を開始した。
2つの法人は自社の経営する農地だけでなく，近隣
住民の栽培作業の受託を行い，今後は観光農園への展
開まで視野に入れていきたいと考えている。また，と
もに旧村単位の地区を範囲として結成された。前者は
田切地区，後者は七久保地区に発足した団体である。
今後は栗だけではなく，地区の農業を担う組織になっ
ていくことが期待される。実際に月誉平栗の里では同
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じ田切地区の営農法人「株式会社田切農産」と農作業
を受託しあうことで連携をはかる。
新規作物ということで栽培規約の申し合わせ事項は
多い。まず，①品種は「丹沢」と「筑波」を中心とし
ている。②価格は年に 1度協議するが，毎年市場価
格の 2~3 倍である。③里の菓の買い取る「認定栗」
の規格はサイズ(直径).斑点の数，割れの有無によ
り4段階に分けられる。④収穫期間は9月から10月
前半で，⑤出荷方法は各自で収穫・洗い・乾燥・選別
を実施後，当日午後に集荷所に持ち寄り，出荷者全員
で再検査，計量し，当番が出荷する。⑥防除は実たん
そ病予防の殺菌剤を使用。ゾウムシ，アブラムシの殺
虫剤として，化学農薬防除体系を必要最小限使用す
る。除草剤は使用しない。⑦土作り・施肥について
は.I自然、共生栽培法」で減農薬。⑥勢定は低樹高式
(樹高と樹冠に応じ，結果母枝の強さと本数を決定)
で，地区によっては勇定後に巡回し，お互いの技術確
認と平準化を図る。
栗の里づくりは町の地域農業における新たな取り組
みとして，生産者のモチベーションを高めただけでな
く，法人をはじめとして荒廃地化する農地の活用を促
した。生産の課題は予定収穫量に達していない点であ
る。里の菓の希望から.2013年時点、での生産目標は
100 t Iこ増えた。前年度の2012年に出荷できたのは，
そのうちの約1/5ほどの量だった。計画開始から 7
年，まだ途中段階である。その一方で担い手問題に直
面しつつある。そこで，生産が困難になった生産者の
保有する生育した樹をいかに町の生産者で維持してい
くかが課題となっており，法人の活動に期待が寄せら
れる。
商工業側では2007年に行政と盟の菓を中心に「皇
の菓工房設立準備会」を設置した。町では里の菓に対
して，予定地の借り上げ以外に，補助事業申請書類の
作成を支援した。その結果，広域連携アグリビジネス
モデル支援事業に採択された。里の菓では.2008年
に農業法人「株式会社信州、|里の菓工房」を設立した。
里の菓のほかに，地元の栗生産者や農協が出資する。
里の菓の構想は「地域の素材を，地域の人々が地域で
加工し，地域のお客様に喜んでいただく」という発想
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を原点としている(鎌田2010)0支庖としてではな
く，新たな会社として設立した背景は補助事業を考慮
したこともあるが，ひとつの「地域に根付いた」企業
として発足させることで住民に受け入れてもらうため
の配慮があったという。
信州里の菓では販売における課題の背景として，思
那市との食文化の違いを指摘する。これは事業開始当
初の予想よりも大きな障害となっているようである。
飯島町には栗菓子を食べる文化がない。そこで学校給
食に提供するなど町と振興プロジェクトを企画してい
る。農業側がフル生産体制に至るまでに新たな食文化
をいかに地域へ浸透させ，かっ，いかに外部への流通
網を広げていくかが課題である。そのために巣だけで
はなく他の農産物を使った商品や価格帯の見鹿しなど
も含め，地域に浸透していくことが期待される。
3) 酢と唐辛子を使った特産品開発
もう 1つの農商工連携の事例は酢と唐辛子を使用
した特産品「すっぽ辛の素jの開発である。その経過
は表11に示した。 2006年に飯島町に進出した「株式
会社内堀醸造Jは，町の新たな地域特産品として，唐
辛子を使った調味料の開発を検討した。県上伊那地方
事務所商工観光課に相談したところ，唐辛子に詳しい
表1 1寸っば半の素」販売までの経過
年 内堀醸造株式会社 株式会社団切農産
20061アルプス工場竣工，稼働関 l有限会社田切震度を設立
始
20071上伊那地方商工観光課へ相
談
20081唐辛子に詳しい信大教授と
の対面
20091試験栽培を信大闘場と町内
農家で開始
上伊那商工観光課から農商
工連携の提案
「上伊1J~農商工連携等推進
会議」発足
201011第1回信州飯島唐辛子ビ
ネガー開発支般会議」開催
唐辛子品種確定
20111 (開発支援会議3凶実施)
内堀醸造の醸造かすを買い
取り，利活用
有限会社から株式会社へ移
干丁
開発支援会議へ加入
試験栽培者として確定
3種を試験栽培
本格的に栽培を開始
20121飯島町商工会チームが会議lヘタ取り作業を請け負い開
へ参加 |始
「すっぽ辛の素J発売を開始|有機栽培試験を実施
資料信州飯島唐幸子ピネガー開発支援会議資料，ヒアリン
グより作成
農業と 6次化
信州大学教員を紹介された。内堀醸造の社長は自ら教
員の研究室へ赴き，庸辛子に関する相談を持ちかけ
た。そこから内堀醸造と信州大学による共同開発が始
まった。ついで上伊那地方事務所商工観光課の提案を
受け， 2009年に「信州飯島唐辛子ピネガー開発支援
会議」が発足した(注17)。
内堀醸造では品種選定や技術指導を信州大学の教員
から受けて，栽培から取り組んだ。品種を3つまで
しぼり込んだところで，唐辛子の生産に田切地区の営
農法人「株式会社田切農産」が加わり，両者の間で契
約栽培が始まった。田切農産はそれ以前より内堀醸造
の醸造かすを低価格で買い取り，肥料化を行っていた
ため，契約栽培についても協力的だった。
唐辛子は収穫物が軽く，収穫適期が比較的長いた
め，収穫のタイミングは融通が利く。ナスや牛ュウリ
のように毎日収穫する必要はない。高齢者でも栽培し
やすい作目である。回切農産は自社の畑で栽培する以
外に，地域の農家に府辛子の栽培を委託し，それを内
堀醸造に集荷・納入している。
すっぽ辛の素の原料となる唐辛子「チェリーボム」
の契約栽培の内容はシンプルである。①唐辛子の規格
は緩く，基本的には赤くなった実という指定のみであ
る。ひどい虫食いや腐りは不可だが，商品にする際に
ペーストにするため，大ききや重量，形状は問わな
い。ヘタは田切農産で除去している。②価格について
は年に 1度の協議を行う。栽培指針が似ているピー
マンの市場価格を参考として，キロ当たり単価を決定
する。③出荷期間は7月の下旬からの2カ月間で，
その聞は週に 1度，内堀醸造へ直接納入する。④直
接取引のため中間マージンなどはかからない。
回切農産における唐辛子生産の課題は栽培品種が
F1品種のため自社採種ができないことである。この
ため信州大学に固定品種の育積を依頼している。
回切農産にとっての農商工連携への取り組みの効果
は様々である。表9から分かるように現段階での出
荷量は 3tに過ぎず，収益は高いとはいえない。しか
し間接的な効果は大きい。①設備投資をせずに自社の
唐辛子の商品化を実現した。②その商品を自社直売所
で販売することにより収入が得られる。③唐辛子とい
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うあまり栽培されていない品種の栽培を始めたことで
宣伝効果を生み，他企業との取引の機会が増加した
(注18)。④内堀醸造から l次加工の技術支援が受け
られる。田切農産は食品製造業者，大学，普及セン
ターのサポートによって農業技術と加工技術を蓄積さ
せ，新たな事業展開をみせようとしている。
一方の内堀醸造のメリットとしては①価格協議がで
き，②比較的品質の良い原料を仕入れることができる
点である。また，③生産・出荷に関する要望を直接，
生産者へ伝えられる。 2012年には自社の酢を防除
に，醸造かすを肥料に用いた有機栽培試験を田切農産
に依頼している。また唐辛子のヘタを取る作業も田切
農産へ委託した。この作業費は価格に上乗せしてい
る。そして④日ごろからの町の支援，協力に対して，
話題性のある商品を提供したいという意向を実現でき
たことである。
製造に関して懸案となったのは新規商品の導入にお
けるリスクであった。当初は液体状の調味料の開発を
目指したが，唐辛子の味や風味を生かすためベースト
状に切り替えた。そのため発売に際しては製造工程の
検討や賞味期限の設定などに予定をこえた時聞を要し
た。販売の課題は販売数量を増やすことである。首都
闇の直営屈で販売するほか，今後は業務用への展開を
検討している。
4) 農商工連携の成果と課題
以上のように2000年代後半の段階Eにおける農商
工連携では新規栽培作物の導入によって，遊休荒廃地
化を食い止め，多くの退職帰農者を生産者として取り
込んでいる。退職者には新たなモチベーションを与え
ている。さらに農業者の農業技術を向上させ，製造技
術や販路を獲得する好機となった。また地域としては
食品メーカーと連携することで，農産加工の事業規模
が拡大し地域のブランド化にも役立つている。
ただし，これまでの取り組みは川下からのインテグ
レーションという性格が強く，農業生産者は契約栽培
者としてメーカーの下請け的な部分を担うにとどまっ
ている。
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6， 段階N::農商工連携を契機とした加工事
業の新たな展開
最後の段階Nは2010年代に始まる農業者による 6
次産業化である。農商工連携事業において原料の生産
者として携わった営農法人の回切農産による 6次産
業化の展開である。田切農産は農商工連携で得た技術
と経験をビジネスチャンスとして活かし，加工部門を
新たな事業として発展させようとしている。自らが農
産加工事業のインテグレーダーとしての機能を果たそ
うと，川上からのインテグレーションを目指す。
まずは田切農産の設立の背景と設立後の事業展開を
説明しよう。田切農産は2005年に設立された。地区
(旧村)ごとに設立された営農法人の一つである。田
切地区営農組合の機械利用部の保有する機械を用い
て，地区内農家の農作業受託と農地経営を行う実践組
織として独立させて生まれた。その後，以前から専業
農家でやっていた男性を中心に， 20代から40代の若
い正社員を採用している。現在の借地面積は約50ha
に及ぶ。
田切農産は事業の柱を2つもっていた。 1つは地区
内の農家から水稲，大豆，ソパなどの機械作業を受託
すること，もう 1つは利用権設定を受けた農地や流
動化農地において米や転作作物などを栽培することで
ある。間切農産は後者の事業を多角化させ，そこに特
色を有する。田切農産の事業経過をみると(表12)， 
設立と同時に生産と受託作業を開始し，その後はネギ
やアスパラガスなど生産品目を増やすだけではなく，
機械や施設への投資にも積極的である。
さらに2010年に直売所を設置した(注19)。また自
社の育苗用ハウスで栽培したトマトは委託加工に出
し，自社で販売している。 6次産業化の始まりである。
現在はトマトなどの自社加工や農産物の一次加工を
検討している。回切農産に加工事業部門の導入を促し
たのは先の農商工連携である。農商工連携の連携先で
ある内堀醸造は今後，回切農産に生産だけでなく，内
堀醸造が行っている一次加工作業の受託を要望してい
る。田切農産ではその加工技術を自社に取り込み，ほ
かの農産物に応用しようと検討するようになった。田
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苦笑12 回切農産の卒業経過
年 事 業
20051有限会社として設立，生産(米，大豆，ソパ)と作業受
託を開始
乾燥施設の導入
認定農業者認定
20061ネギ生産を試験的に実施
エコファーマーの認可取得
20071ネギ生産開始
ネギの掘取機，選別機を導入
ネギプラント設置開始
大豆防除機導入
20081桃の生産開始(成木借り受け)
内堀穣造の醸造かすを肥料化
20091株式会社化
20101 WSC (飼料米)作付け開始
信州飯島唐辛子ビネガー開発支援会議参加，唐辛子の試
験栽培
直売所を開居
ハーブ園，ホテル朝市等イベント各種開始
ペレットマシーン導入
ネギ選別機噂入
20111唐辛子の生産，すっぱ辛の素発売
飼料米機械導入
育苗用ハウス5棟設置
直売用の野菜栽培，加工用トマト栽培と加工品の試作委託
豆腐工房へ1¥資
20121トマトソース製造を委託し，自社で販売
アスパラの楠え付け開始
20131アスパラ出荷開始
唐辛子を 3種栽培へ
資料 附田切農産資料，ヒアリングより作成
切農産は自社で流通経路を開拓してきており， 席次加
工品の販路はすでに整備されているからである。
田切農産は6次産業化の目的を自らの収益性の向
上ばかりでなく，ほかに2つを指摘する。第1は地
域雇用の創出であり，地域農業の存続である。回切農
産では自社生産の経営面積をこれ以上増やすことは難
しい。畦畔管理による負担が大きいためである。そこ
で，回切農産は機械作業受託に留まり，畦畔管理など
の作業は地域の農地保有者である住民が行うことを期
待する。さらに6次産業化によって作業の簡単な唐
辛子やトマトを導入し，女性や高齢者にも農業生産や
加工に参加してもらう。このように地域農業を続ける
ためには農業を中心とした6次産業化をすすめ，住
民の就労を促し農地の活用を図らなければない。田切
農産はここでは地域農業の組織者として，地域農業の
再編というったきな役割を果たそうとしている。
農業と 6次化
第2に宣伝媒体としての効果である。田切農産は
多様な事業を行い，企業としての特徴を出し，自社の
認知度を高めようとしている。これまでも商品や直売
所を通じて，地域農業者と連携して農業を行う企業で
あることを知らせ，興味をヲ|いてきた。それは流通経
路の開拓に役立つてきた。しかし田切農産単独による
販路開拓には限界がある。他県から進出してきたメー
カーとの農商工連携はそのような限界を容易に趨える
手段となり，地域外との大きなパイプが生まれる。
段階Nでは農商工連携による経験が地域に新たな6
次産業化をもたらそうとしている。営農計画4期で
は地区営農組合の法人化を進めることで， r農村社会
を守り活性化のための6次産業化」を目指すという
文面が登場している。地域内からの6次産業化に対
する期待は大きい。
7. 考察
段階 IからNまでの6次産業化の経過を振り返ろ
う。調査地である長野県飯島町では水稲単作地帯のた
め，基盤整備事業が済んだ圃場では機械農業が中心で
あった。しかし，段階Iの時期にあたる1980年代の
後半以降，女性の地位向上とその余剰労働力の活用が
検討され，特産品開発を通じた地域おこしから女性の
活動が盛んになった。これは1990年代終わりから段
階Eに入る。転作率の増加，農業所得の減少，そして
景気の悪化から，新たな問題が出てきた。農事組合法
人が農協の加工施設をヲ|き継ぎ，女性組織を強化する
ためには男性の参加が望まれた。販路を確保するため
に，町へ道の!駅の設置を要請し，実現させた。さらに
段階Eの2000年代半ばには，基幹農業者の高齢化が
顕著になり，遊休荒廃地の解消が課題となり，地域農
業の再編が求められた。そこで新たに県外の食品製造
販売業者と農商工連携を開始し，新たな栽培作物を導
入した。しかし2010年噴には段階Nの時期を迎え
る。地区営農法人が農商工連携での経験と技術を活か
して，自ら加工事業のインテグレーターになろうとし
ている。このような営農法人による 6次産業化は，
自らの社員の労務管理にとどまらず，地域住民の農業
生産と生活をサポートすることで，地域活性化の一助
を担うことまで志向している。
以上の4段階のプロセスを表13に示した。ここで
最初に提示した視点から，改めて調査地における 6
次産業化の特徴をまとめてみよう。
第1に調査地は中山間地域の兼業地帯に注目し
た。飯島町はかつて外発的な工業誘致による地域開発
という政策を採用した。しかし， 1980年代後半以
降， r地域の住民や他産業とも調和のある槙合を進め
る」という目標のもと，地域農業の枠組みのなかで農
業・農村の6次産業化に取り組んできた。そこでの6
次産業化の事業主体に注目すると， 1つの事業主体を
中心とした一点集中的なものではなく，市町村を範囲
内とした多様な取組みとして分散的に展開されてい
た。それは行政や農協主体の組織や事業ではなく，農
業者が主体となり事業を動かしている。
第2に加工事業の主体としての農家レベルに焦点
を当てると，水稲，果樹などの土地利用型の農家から
の参加者が多かった。専業農家の多くは施設型園芸農
家が多く，仕事量は年聞を通じ安定している。このた
め6次産業化への参加者は少なかった(注20)。
第3に世帯・個人レベルをみた場合に，加工作業
については兼業農家の女性や退職者した高齢者の副業
として位置づけられている一方で，原料となる農産物
の生産には男性の高齢者もしくは夫婦の参加者が多く
みられる。さらに，農業を主体とする法人による 6
産業化は自社農産物の付加価値の向上とともに，女
性・高齢者に向けた仕事づくりという目的を果たして
いた。
第4に地域資源という点では6次産業化は遊休荒
廃地の解消・防止策としての役割を担っていた(注
21)。
第5にフードシステムという観点からすると，飯
島町の6次産業化は販路や技術力において限界を示
した。そのため外部の食品産業との連携は技術の向上
や流通経路の拡大をもたらし， 6次産業化を大きく進
める要因となった。それは農業者に新たなビジネスチ
ャンスに与え，内発的な発展の触媒とでもいうべき役
割を果たしていた。
第6に6次産業化の展開について時間的経過から
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表13 町における 6次産業化のプロセス
時 段階 I 段階E
期 1980年代半ば~ 2000年代初め~
状 男性中山の機械農業 農業所得の減少
況 経済の悪化転作率のI菌加
課
女性労働力が余剰 販路の不足
女性の地位向上 女性組織の存続懸念
題 農産物の付加価値向上 農業所得の向上
方 女性による特産品開発 道の駅の設置女性グループへの男性加入策 餅加工施設を設置 農事組合法人が農協施設経営
一一一一一一一一一一一一一一欄一一一一一一掃帽帽柄欄帽欄開帽明刷咽柄欄明嶋田開開--胴_.・"・ーー ーー・ーー -ー----
(就労機会の書IJ出| l施設の経営移穣|
餅加工施設の設置・運営 もち加工施設、
ジュース加工施設
(事業主体の組織化|
推 農協部会の活用 [ネットワーク強化|
進趣味教室やクラブを開設 女性活動団体設立
女性社会参画推進事業
支 |活動拠点の設置|
援加工施設、販売府舗を設置 |販売拠点の般慣 l
内 道の駅の設置
R廿』 l加工技術の指導|
農協・普及所に要請 l販売支援l
|担鐙の主どトワ}クiじ|
販路の紹介、カタログの作成
女性グループ協議会
ーー 岨ーーー・ーー ーーーー--------園田園田 -ー・ー同開圃肩関町ー-・ー---------------
主 各区体の活宣t く亘書組合法人が経曽極〉
体 女性組織の強化
の |技術の習得l →男性を加入
動 学習会、研修、商品化
き l事業拡大 l l自主的な販路拡大|
イベント参加、 販売拠点を町へ要求、
商品開発、庖舗開拓 ふるさと便の開始
|女性の地位向よj l農業者の収益向よ|
女性の活躍 農協施設の経営による収益増
課 女性の社会進出促進 力日
題
。コl食の活性化| l道の駅設置による販路確保i
角事 特産品開発 個人農家の農産加工・販売潮加
t商 地域食の継承
と |女性グループの活動継続l
効 男性の加入による女性組織の
果 強化
ネットワーク強化
資料 町役場、農協、加工組織関係者からヒアリングより作成
見た場合，初期の段階では関係機関の役割分担のも
と，農協や行政が先導し，女性や生産者を組織化する
ところから活動が始まった。しかし，その後は行政や
農協と代わるかたちで，農業者の中から6次産業化
をけん引する主体が現れ，またそれをフォローする組
織や農家も出てくるようになった。ただし，初期の事
業主体も事業を継続しており，各事業の必要性を示し
ている。
段階皿 段階W
2000年代半lま~ 2010年代~
農業者の高齢化 地主の農業・農地離れ
遊休荒廃地化の進行 曽農法人を発足
内部加工組織の限界 販売力の強化
新規作物導入 地域の仕事づくり
遊休荒廃地化の解消 農業生産活動の継続
生産委託による地域の仕
農商工連携を開始 事づくり
販売カ・技術力の応用
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一』 ーーーーー』晶ーーー-ー--------ー--~-・..開閉甲鴨._----同骨骨骨帯"
|企業支援l l加工技術支援 l
食品企業誘致、 一次加工技術指導
補助事業採択への支援、 器材購入
事業ネットワーク化
(生産者の組織化l
声掛け・チラシ配布、
研究会・部会の設営
[技術支援l
選定・出荷講習会実施、
視察、栽培管理基準策定
l生産支援|
栗の蔚配布、
鳥獣害防止ネジト設置 → 
く室生産の法人が毛主〉
生産受託、 C加重農工複事家宮業へ人百の奪生事王産幾委ど度進粍隠展;:; 
遊休荒廃地の経営
|農業者の技術向上l
直売所の活用
新規栽培作物の導入、
加工技術取得
|農業の再生l |販売力の強化|
新規栽培作目導入 技術の導入と向上
生産者モチベ}ション向上 販売力向上と販路拡大
退職帰農者の参加
遊休荒廃農地の活用 l農業・農村の活性化l
法人同士の連携 農家による農業の継続
農地保有の維持
|食の活性化| 地域への仕事づくりとそ
新たな食文化、流通経路の拡 の牽引
大 高齢者の生きがし、
8. おわりに
本稿は6次産業化の発展を1市町村の地域農業と
の関連で検証した。その際に 6次産業化の事業主体
ばかりでなく，町，農協，県などの諸組織との関わり
に焦点を当てた。また6次産業化の展開過程は地域
農業の変化に対応させて4段階に分けた。このよう
な分析によって以下の点が明らかになった。
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農業と 6次化
第1に1地域における 6次産業化の多様性であ
る。各段階では異なる属性の主体が6次産業化の担
い手として次々と登場し，それぞれが地域農業の課題
を解決しようと地域農業の特性を生かして事業を開始
した。開始時点における 6次産業化の拠点は人材
的，原料的，時期的にみても分散的に発生していた。
そのような町における多様な主体による多様な6次
産業化の事業は，ほとんど統合化されてこなかった。
結果的に現段階左して町の6次産業化は多くの事業
主体によって並列的に営まれている。そして各主体が
6次産業化事業を通じ地域農業と地域社会に対して
異なる効果を発揮している。
第2に本研究では6次産業化の発展のプロセスを
動態的に検証し，次のような点を明らかにした。すな
わち，調査地飯島町における 6次産業化の展開は必
ずしも単線的なものではなかった。先行グループの経
験を活かすことで新たな事業が起こり，次の段階では
先行グループと新規グループが並列するという状況が
うまれた。それは単一の主体による展開ではなく，複
線的なプロセスであった。そして異なる段階で発生し
た主体による 6次産業化の取り組みは，町の地域農
業とともに変化し，相互に影響を与えながら，現在も
継続されている。
これは棋平 (2011)の葛巻町の事例とは異なる展
開である。葛巻町においては第3セクター「くずま
き高原牧場」が中心となり，酪農・加工・交流事業の
発展が新たな「地域ブランドJを創出した。ここでの
6次産業化は1か所を拠点として開始された。その後
の展開では当初の 1拠点を起点に事業が多角化され
た単線的なプロセスと表現できょう。本稿の対象であ
る飯島町における地域農業の6次産業化のプロセス
は葛巻町と対照的な展開を示した。
第3に6次産業化の多様な主体による複線的なプ
ロセスは行政，農業関係機関そして農業者が一体とな
った所産であるということである。飯島町における農
業と 6次産業化の相互展開のプロセスは一体となっ
た行政，農業関連団体，農業者が地域資源である農地
と労働力を最大限に活かすことで，農業を継続してい
こうとする姿であった。確かに一つ一つの事業をそれ
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ぞれ分離してみると，決して大規模とはいえない。し
かし，その積み重ねこそが町の地域農業を再編し，大
きな変化を与えてきた。
第4に調査地の地域特性にも触れておこう。飯島
町の位置する伊那谷は比較的肥沃な地質であり，稲作
も果樹も生育が良好な環境である。他方で分散錯圃土
急傾斜地の零細農業経営という中山間地域特有の特徴
を持ち，土地利用型農業を規模拡大によって発展を目
指そうとするには限界があった。そのような環境でい
かに農業を振興していくかという課題とともに進めら
れたのが飯島町の6次産業化なのである。それは地
域農業の活性化の一環を担い，機械型の土地利用型農
業や施設型農業と並行して進められた。農業が困難な
状況へ向かう現在，農業・農村の6次産業化は飯島
町のような条件においては地域農業の道すじのひとつ
として，その重要性を高めているといえよう。
脚注
(注1) 小田切 (2001)は地域農産加工事業の約7割が中山間
地域に立地していることを指摘している。
(注2) 松尾ら (2000)では中山間地域の条件不利性をふまえ，
農産加工事業による定住促進への有効性と，そのための
行政支援について検討した。
(注3) 橋本らは「地域産業複合体」として，ウメ産業を事例
に，地域内連関の形成と展開を描いた(橋本ら2005)。
森嶋は北海道の事例から，産業クラスターの展開を検証
した(森嶋2012)。
(注4) これらの先行研究について，事業主体から見たものは
第3セクター(小田切2001)や農協(竹中ら1995)，農
業生産法人(迫田2009)，女性起業者や高齢者(中条
2005)なE。農産物-加工品でいえば漬物(白武1993)
やワサビ(槙平2004)，ソバ(大西2012)，乳製品(槙平
2012)などの他にも多数ある。
(注5) 横平は「水平的な6次産業化」について，家族経営に
よる「垂直的6次産業化」と分けて， I地域農業を起点
とし， 1次産業から3次産業までを含む多様な主体が可
能な限り継続的に連携して事業を起こし，そこで生じた
利潤をビジネスの継続-発展のために再投資するような
経済循環を形成していく取り組み」とした。
(注6) 伊南農協は1996年に合併し， 1郡1農協体制の上伊那
農協へ修行したο
(注7) 飯島町内には2か所の選果場が設置されるほど果樹生
産が盛んであった。
(注射 当時のことを知る町の職員は開庖当初について， Iお
客さんが入ってきたられ、らっしゃいませJ，出ていく
ときは『ありがとうございました』と言うんだよ」と，
挨拶の指導からスタートしたと話す。しかし，その後の
売れ行きとともに向信を持った接客に変わっていったと
いう。
明治大学農学部研究報告 第63巻一第4号 (2014)
(注9) 当時の会員の話によると活動内容については町の名所
めぐりや食事会などが中心だったようである。
(注10) 加工だけではなく，手芸クラブや花升生産者グループ
などもみられるようになった。
(注11) 日氏は地区営農組合の設立にも関わっており，凹Jの地
域農業を牽引してきた一人である。
(注12) H氏は90年代のうちに加工に関心を持っていた。しか
し，先のように男性の参加がはばかられたこととキノコ
施設の計画が先に進行したため，、1/，時，加工事業を断念
しfこ。
(注13) ただし，ここでの農業生産額の低下は高齢者の廃業に
よる影響が予想され， 1度接的な因果関係を示すものでは
ない。だが， H氏の印象左しては本文のとおりだったと
される。また，米価とキノコ価格の低迷が少なからずい
つわの経営状況を圧迫していたことが予想され，この点
もいつわが加工に踏み切った要因とされる。
(注14) 各グループ代表者ヒアリングの限りでは，稲作や果樹
農家の参加が多く，花井農家の参加者はいないという証
言を得た。
(注15) 恩の菓関係者の証言によれば，飯島町以外の市町村で
は農政課の担当者との交渉にとどまった。その要因につ
いて尋ねると，それら自治体では生産者や農地を取りま
とめる機能が低かたのではないかと指摘した。
(注16) ただし，これは栗生産専用というわけではなく，町の
農地を取り囲む形で設置されている。
(注17) 公設財団法人長野県中小企業支援センターから，補助
事業の提案を受けた。しかし内堀醸造では大きな投資を
必要としないと判断し，事業費等は使っていない。
(注18) 内堀醸造と取引関係のある漬物メーカーは珍しい品種
の唐辛子を栽培していることを知り，栽培を委託するよ
うになった。
(注19) 以前，回切地区では高齢者クラブが直売所を運営して
いたが，活動できなくなり休止に至っていた。
(注20) 花井生産グループもまめっこに参加していたが，途中
から離脱し，その後は趣味的な活動を続けている。花升
の施設栽培は作間を通じ仕事が多く，加工に従'1干する農
家女性はほとんど見られないとL、う。
(注21) 例えば，粟の里づくりでは町内の約25haに粟が新植
された。このすべてが荒廃地化した農地ではないが，少
なくとも 2つの法人が楠えた約8haは荒廃地化の進ん
だ農地であった。また，果樹研究会及び農協の営農担当
者によれば栗部会には高齢化した果樹農家やその子世代
が多く在籍している。
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